
様式第二十五号の十（第十九条の五関係）

登録経営状況分析機関
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殿 登録経営状況分析機関代表者 印
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経営規模等評価の結果

許可　    －        号 総合評定値

審査基準日     年    月    日

令和     年 月 日

印

（参　考）

　　決算

［金額単位：千円］

建 設 機 械 の 保 有 状 況

Ｉ Ｓ Ｏ ９ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無

Ｉ Ｓ Ｏ １ ４ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無

エ コ ア ク シ ョ ン ２ １ の 認 証 の 有 無

国又は国際標準化機構が定めた規格による認証又は登録の状況

評　　　　　点　　　　　（Ｗ）

二 級 登 録 経 理 試 験 合 格 者 の 数

建 設 業 の 経 理 の 状 況

研 究 開 発 費

研 究 開 発 の 状 況

建 設 機 械 の 所 有 及 び リ ー ス 台 数 台

技 能 者 数

次世代育成支援対策推進法に基づく認定の状況

営 業 年 数 年

建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況
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固 定 負 債 受 取 利 息 配 当 金 総 資 本 売 上 総 利 益 率 営業キャッシュフロー

流 動 負 債

総 資 本 （ 当 期 ） 営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ(当期)

自 己 資 本 経 常 利 益 評               点             （Ｙ）

利 益 剰 余 金 支 払 利 息 売 上 高 経 常 利 益 率 利 益 剰 余 金

売 上 総 利 益 負 債 回 転 期 間

固 定 資 産 売 上 高 純 支 払 利 息 比 率 自己資本対固定資産比率

科　　　目 　　決算 科　　　目 　　決算 経　営　状　況 経　営　状　況 　　決算

合                    計

そ の 他

公 認 会 計 士 等 の 数

解 体

消 防 施 設 監 査 の 受 審 状 況

清 掃 施 設

指 示 処 分 の 有 無

法 令 遵 守 の 状 況水 道 施 設

さ く 井 営 業 停 止 処 分 の 有 無

建 具

防 災 協 定 の 締 結 の 有 無

防 災 活 動 へ の 貢 献 の 状 況造 園

熱 絶 縁 建 設 業 の 営 業 継 続 の 状 況

電 気 通 信

機 械 器 具 設 置 民 事 再 生 法 又 は 会 社 更 生 法 の 適 用 の 有 無

内 装 仕 上

建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するため
に 必 要 な 措 置 の 実 施 状 況

防 水

塗 装

ガ ラ ス
青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定
の 状 況

控 除 対 象 者 数
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づ
く 認 定 の 状 況
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し ゆ ん せ つ

鉄 筋
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管

若 手 技 術 職 員 の 継 続 的 な 育 成 及 び 確 保

新 規 若 年 技 術 職 員 の 育 成 及 び 確 保

屋 根 法 定 外 労 働 災 害 補 償 制 度 加 入 の 有 無

電 気

石

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 加 入 の 有 無

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無

健 康 保 険 加 入 の 有 無

とび・土工 ・コンクリ ート 厚 生 年 金 保 険 加 入 の 有 無
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